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4 月 10 日に、第 1 回の審査会が開かれ

ました。 

１．日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を

改正する法律案（馬場伸幸君外 3 名提出、第

183 回国会衆法第 14 号）は、撤回を許可するこ

とに決しました。 

２．日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を

改正する法律案（ 田元君外 7 名提出、衆法第

14 号）について、提出者 田元君（自民）から提

案理由の説明を聴取しました。 

 

 

◎提出者 田元君（自民）による「日本国憲法の

改正手続に関する法律の一部を改正する法律

案（ 田元君外 7 名提出、衆法第 14 号）」の提

案理由説明 

ただいま議題となりました「日本国憲法の改正手

続に関する法律の一部を改正する法律案」につきま

して、提出者を代表いたしまして、その趣旨及び概

要をご説明申し上げます。  
 

 平成 19 年 5 月に制定された「日本国憲法の改正

手続に関する法律」には、その附則に 3 つの検討課

題、いわゆる「3 つの宿題」が定められています。

それは、選挙権年齢等の 18 歳への引下げ、公務員

の政治的行為の制限に係る法整備、国民投票の対象

拡大についての検討の 3 つです。これらのうち前の

2 つは、本来は制定後 3 年間、すなわち、平成 22
年 5 月までに法整備を行うべきものでありましたが、

現在はその期限を既に徒過しています。  
 

この改正案は、可及的速やかにこれら「3 つの宿

題」に対応し、憲法改正の手続を整備しようという

ものであります。  
 

 次に、本法案の主な内容をご説明申し上げます。  
 
 第一に、「選挙権年齢等の 18 歳への引下げ」につ

いてでありますが、この改正案では、改正法施行後

4 年を経過するまでの間は、憲法改正国民投票の投

票権年齢は「20 歳以上」とし、それ以降は自動的に

本則第 3 条に定める 18 歳に引き下げることとして

おります。  
その上で、選挙権年齢等の引下げについては、改

めて、「改正法の施行後速やかに、投票権年齢と選挙

権年齢の均衡等を勘案し、必要な法制上の措置を講

ずるものとする」旨の検討条項を、改正法附則に規

定することといたしました。  
 

 第二に、「公務員の政治的行為に係る法整備」につ

いて申し上げます。公務員が行う国民投票運動につ

いては、賛成・反対の投票等の勧誘行為及び憲法改

正に関する意見表明としてされるものに限り、行う

ことができることとするとともに、当該勧誘行為が

公務員に係る他の法令により禁止されている他の政

治的行為を伴う場合は、この限りでないといたして

おります。すなわち、純粋な国民投票運動に限って、

公務員もこれを行うことができるとしたところです。 
 また、組織により行われる勧誘運動、署名運動及

び示威運動の企画、主宰及び指導並びにこれらに類

する行為に対する規制の在り方について、改正法施

行後速やかに、公務員の政治的中立性及び公務の公

正性を確保する等の観点から検討を加え、必要な法

制上の措置を講ずるものとする旨の検討条項を、改

正法附則に規定することといたしました。  
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 さらに、在職中、国民投票運動を行うことができ

ない公務員として、新たに、裁判官、検察官、公安

委員会の委員及び警察官を加え、この違反に対して

は、6 月以下の禁錮又は 30 万円以下の罰金に処する

ことといたしました。  
 
 第三に、「国民投票の対象拡大」について申し上げ

ます。この改正案では、憲法改正問題についての国

民投票制度に関し、現行法附則第 12 条の検討条項

に代えて、改めて、「その意義及び必要性について、

更に検討を加え、必要な措置を講ずる」旨の検討条

項を、改正法附則に規定することといたしました。  
 

この改正案については、昨年 12 月に自由民主党・

公明党の実務者で合意した後、憲法改正にかかわる

土俵作りに関する重要な法律であることに鑑みて、

できるだけ多くの会派と共同提出したいとの考えの

もと、野党各党と個別に、あるいは一堂に会する場

で、濃密な協議を行ってまいりました。  
多くの会派のご主張を取り入れ、当初の与党案に

修正を施した上でご賛同をいただくことができ、そ

の結果、自由民主党、公明党に加えて、民主党・無

所属クラブ、日本維新の会、みんなの党、結いの党、

生活の党の 7 会派でこの改正案を共同提出すること

となった次第です。  
 

以上が「日本国憲法の改正手続に関する法律の一

部を改正する法律案」の趣旨及び概要であります。  
何とぞ、慎重にご審議の上、速やかにご可決くだ

さいますようお願いいたします。  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

意  見  窓  口 「憲 法 の  ひ  ろ ば｣ 
 憲法審査会では、日本国憲法及び日本国憲法に密接に

関連する基本法制に関して広く国民の意見を聴くため、

意見窓口『憲法のひろば』を設けています。 
 衆議院憲法調査会発足時（平成 12 年 2 月）より

寄せられた意見の総数及びその内訳  
・受 付 意 見 総 数：4829 件（4/10 現在） 
・媒 体 別 内 訳 

葉 書 1871 封 書 703 
ＦＡＸ 883 E-mail 1372 

・分 野 別 内 訳 
国民投票法制 827 報 告 書 7 
前 文 263 天 皇 227 
戦 争 放 棄 1957 権利・義務 196 
国 会 79 内 閣 74 
司 法 45 財 政 38 
地 方 自 治 35 改 正 規 定 53 
最 高 法 規 37 そ の 他 1646 

※複数の分野にわたる意見もございますので、分野別内

訳の総数は、受付総数とは一致しません。 
 
【意見窓口『憲法のひろば』の宛先】  
FAX 03－3581－5875 
E-mail kenpou@shugiinjk.go.jp 
郵 便 〒100-8960  千代田区永田町 1－7－1 
 衆議院憲法審査会「憲法のひろば」係  
 いずれのご意見も、住所、氏名、年齢、職業、電

話番号を明記して下さい。  
 
 このニュースは、憲法審査会における議論の概要

等を、簡潔かつ迅速にお知らせするために、事務局

の責任において要約・編集し、原則として、開会の

翌日に発行しているものです。  
 正確かつ詳細な議論の内容については、会議録を

ご参照ください。  


